
 

  

    わた SHIGA 輝く国スポ・障スポに係る標章およびマスコット等使用取 

扱規程について 

 

 

 

１ 目的 

  障害者の社会参加の推進など、共生社会の実現に資するよう、わた SHIGA 輝く国ス

ポ・障スポに係る標章およびマスコット等使用取扱規程（以下「規程」という）第 10
条第１項ただし書の運用に関し、下記のとおり定めました。 

 
２ 運用の基準 

  障害者就労施設等（「令和６年度滋賀県による障害者就労施設等からの物品・役務の

調達の推進を図るための方針」に定める障害者就労施設等をいう。）における使用であ

って、障害者の社会参加等に繋がると認められる場合は、規程第 10 条第１項ただし書

「特別な事情により必要があると認めるもの」とし、使用料を免除します。ただし、両

大会協賛企業の協賛権利を侵害するおそれがある場合は、この限りではありません。 
 
３ 備考 

  標章およびマスコット等について商業目的による使用をされる場合は、商業目的使用

許可申請書（規程第８条第１項）、使用料免除申請書（規程第 10 条第２項）を大会局

までご提出ください。 

 

４ 参考 

「令和６年度滋賀県による障害者就労施設等からの物品・役務の調達の推進を図るた

めの方針」 

第４ 調達の対象となる障害者就労施設等 

この方針において、「障害者就労施設等」とは以下に掲げるものをいう。 

(1)法第２条第４項に規定する障害者就労施設等（下記ア～キ）であって、県内に所

在または居住するもの 

ア 障害者支援施設 

イ 地域活動支援センター 

ウ 障害福祉サービス事業を行う施設（生活介護、就労移行支援または就労継続支

援を行う事業に限る。） 

エ 特例子会社（国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関す

る法律施行令平成 25 年政令第 22 号。以下「施行令」という。第１条第１号に

規定する事業所をいう。） 

オ 重度障害者多数雇用事業所（施行令第１条第２号に規定する事業所をいう。） 

カ 在宅就業障害者 

キ 在宅就業支援団体 

(2)「滋賀県社会的事業所設置運営要綱」に基づく社会的事業所 

(3)「滋賀型地域活動支援センター設置事業実施要綱」に基づく滋賀型地域活動支援セ

ンター 
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